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ヘルス・プロモーティング・スクール(Health Promoting School)が 1980 年代にヨーロッパを中心に発展し、1990

年代以後、アジアにおいても発展してきた。また、ヘルス・プロモーティング・スクールは子どもや学校状況のみな

らず、社会環境や文化、教育状況など様々な状況に影響を受けるため、それぞれの国で様々な方法を模索している。 

本研究は中国の上海市を対象とし、ヘルス・プロモーティング・スクールが推進されるようになった背景、その発

展過程、特徴等について明らかにする。その結果、学力重視による健康課題の増加が明らかとなり、国の方針とも連

動した画一化した運動、目の体操、発達促進的な心理教育などの上海の HPS の特徴が明らかになった。上海の HPS の

事例から、授業実践において、養護教諭の活用、さらには、家庭との連携も視野に入れた健康教育授業を検討するこ

との必要性が考えられた。また、上海でカウンセラーが行っていたような予防的な心理的健康教育を、担任や養護教

諭、保健教師のみならず、カウンセラーという専門的な立場からも日本で導入することも考えられ、今後検討する必

要があると考えられた。 

キーワード：ヘルス・プロモーティング・スクール、上海、身体活動、健康校園活動

   
 

1. はじめに 

ヘルス・プロモーティング・スクール(Health 

Promoting School（以下、HPS とする）とは、「学校を中

核として地域社会や家庭との連携のもとに包括的にす

すめる総合的な健康づくり」（衛藤 2004、岡田 2007）を

いい、1980 年代にヨーロッパを中心に発展し、1990 年

代以降アジアにおいても発展してきた。この HPS は子ど

もや学校状況のみならず、社会環境や文化、教育状況な

ど様々な状況に影響をうけるため、それぞれの国で様々

な方法を模索している。 

中国においては、正式には 2002 年より、 HPS が開始

されたが、本論では、その中でも上海をとりあげ、2010

年 1 月に実施した上海教育委員会並びに、上海市衛生局

との情報交換・協議、現地視察調査（上海市卢湾区第一

中心小学、上海市闸北区风华中学）、資料を元に、上海

の HPS の現状を概観することを目的とする。 

続く第Ⅱ章では中国・上海の教育状況などの背景に触

れ、第Ⅲ章では中国における HPS の発展過程並びに中

国・上海の HPS の特徴を概観する。さらに、第Ⅳ章では、

HPS に関連の深い衛生保健教師と衛生保健室について言

及する。さらに、第Ⅴ章では、心理的な健康について、

第Ⅵ章では、家庭との連携の視点、第Ⅶ章では、メディ

アリテラシーの視点から論考する。 

 

2. 中国・上海の教育状況 

 

2.1. 現代中国の教育状況 

中国においては、80 年代からの「改革開放」政策によ

って目覚しい経済成長を遂げてきた。一方、90 年代から、

「科教興国」(科学と教育による国家の振興)というスロ

ーガンで示されるように、経済発展における教育の重要

性が認識され、教育分野にも大きな進展が見られる。 
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図１ 中等教育の進学率の推移(全国) 

＊中国教育部「全国教育事業発展統計年報」(1992 年～

2008 年)より作成 

 

図１が示したように、1986 年の『義務教育法』で義務

教育を 9年間に決めたものの、1992 年には中学校への進

学率は 71.8％しかなかった。2000 年にその割合は

88.6％に、2008 年に 98.5％まで増加し、真の意味での

義務教育が実現された。同様、高校へ進学率は 26％(1992

年)から 42.8％(2000 年)、さらに 74％(2008 年)に達し

た。 

 

2.1.1 都市部と農村部の教育格差を是正 

 広大の土地と巨大な人口数を抱える中国では、経済の

格差、またそれによって生じた教育格差の拡大が課題と

なってきている。教育格差、特に義務教育段階における

都市部と農村部の格差を是正するために、2005 年 12 月、

国務院(内閣)の「農村義務教育費保障体制改革を深める

ことに関する通知」では、中央政府が地方政府と共同で

義務教育を負担するとして、その負担割合を示した。さ

らに、2006 年、向こう 5年間の国家目標と基本政策を定

めた「第 11 次国民経済及び社会発展 5 ヵ年計画要綱」

が全国人民代表大会(国会)で採択された。そのなかで、

「教育の均衡発展」という考え方の普及と徹底が今後の

目標として位置づけられた。それに引きつづき、同年の

6月、20 年ぶりに『義務教育法』の改正案が国会で可決

された。新『義務教育法』では、上記の義務教育費の保

障体制の整備を規定した(第 7、44 条)とともに、義務教

育は授業料のみ無償であったという従来の規定を改め、

授業料に加え、諸経費を徴収しないこと(第 2条)が追加

されたことは注目される。 

 

2.1.2 地方、学校の特性を生かす教育改革を推進 

 社会主義国家の中国では、中央集権制という政治体制

からの要請ともいえるが、教育課程(教学大網)の国家編

成が強調されていた。90 年代より本格化した教育改革は

それを徐々に変えてきた。王(2008)によると、1996 年に

高校の教育課程を改定する際に、「国家教育委員会が基

本的時間数を統一的に編成し、教科の大網を公布して関

連する教科書の企画、編修と審査を担当する」、「地方で

は、課程計画に基づき、地元の実情を踏まえて省レベル

の教育部門がその省の高校の課程を編成する」、「学校は

国家と省の課程を実施し、その学校の実情を踏まえて、

学校の任意選択と活動科目を決める」とし、週間時間数

と課程編成のモデルを提示するだけで、詳細の決定は各

省や学校に委ねる姿勢を打ち出した。さらに、1999 年公

表された「二一世紀の教育振興計画」では、「課程政策

を調整し、国家、地方と学校の三段階の編成権を明確し」、

課程の編成権をさらに下部に委譲し、地方の自主性、さ

らに学校の自主性を尊重する方針が決定された。その後、

各地方、特に学校レベルでの地元の実情に相応しい実践

的カリキュラム開発がいっそう進み、地域または学校の

特色を現す「校本課程」と「校本教材」が数多く作られ

ている。 

 

2.1.3 未成年者の健康と安全の確保を強化 

 1991 年に制定された『未成年人保護法』は、未成年

者の権利を保護し、子どもの健全な発達を促進する上で

重要な役割を果たしてきた。さらに、近年の犯罪の低年

齢化、青少年のネット中毒(ネット依存)など、社会環境

の変化によって生じた新しい問題に対しては、2006 年

12 月、『未成年人保護法』の改正案が可決された。改正

法では、未成年者の健康と安全面において、国、社会、

学校と家庭の責任(第 20、23、10 条)を明示し、未成年

者の成長環境を配慮するために、未成年者に酒、煙草の

販売禁止(第 37 条)、学校周辺に営利目的のネットカフ

ェの開設禁止(第 31、33、36 条)が法律として強化され

た(文部科学省生涯学習政策局 2007)。 

 

2.2．上海の教育状況 

 上海市は中国の直轄市の一つとして、18の区と1つの

県を含む行政地域である。華東エリアに属し、日本の都

道府県では鹿児島県とほぼ同じ緯度である。面積は

6,340.5ｋ㎡で、群馬県（6,363ｋ㎡）とほぼ同じ面積と

なっている。2008 年の上海市の戸籍人口は1371.04万人

で、非上海市戸籍の人口を含めると2008年の常住人口は

1,888.46万人である。中国の最大の商業都市であるため、

2008年、域内GDP13,698.15 億元（前年比9.7％増）に達

した。一人当たりGDPは10,529 ドルで、中国全体(3,268 

ドル)の3倍強となっている。経済の成長率は14 年連続

の二桁成長となり、中国全体の成長率を上回って推移し

ている。2010年の上海万博を控えて、今後の更なる成長

が予想される。 

 経済の安定成長が教育の発展に結びつく。3～5歳幼児
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の入園がほぼ普及し、義務教育段階の在学率は99.9％に

保持している。さらに、高校への進学率はすでに98％に

達しており、全国(74％)より20％ほど上回ることがわか

る。90年代から全国の教育改革の実験区として、さまざ
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まな教育実践を試みしている。 

 

 したがって、本論文に取り上げた上海のケースは、あ

くまでも教育の格差が広がる現代中国のなかで、もっと

も整備された都市部の事例として位置づける必要があ

るが、一方、現在も進行中の中国の教育改革は、柔軟性

のある取り組みを見せている。 

3. 中国におけるＨＰＳの発展過程並びに中

国・上海のＨＰＳの特徴 

3.1．発展過程 

 中国における HPS は、基本的には WHO の方針に準じて

いる。北京市では 1995 年より試行され、正式には 2002

年より、北京市教育委員会と北京市衛生局が協力して、

北京市健康促進学校考核基準（2002.8）を示している（岡

田 2004）。一方、史(2010)によると、上海市の健康促進

学校（HPS）の「健康校園」活動は、第一ラウンドアク

ションプラン（2003～2005 年）、第二ラウンドアクショ

ンプラン（2006～2008 年）を経て、現在は第三ラウンド

アクションプラン（2009～2011 年）の段階である。 

第二ラウンドアクションプラン（2006～2008 年）では、

HPS の成果についての評価を実施、子どもや保護者にア

ンケート、グループインタビューを行った。HPS の評価

は主に衛生局が担当し、「実施責任」の担当を別にして

いる。また評価には、市と区のレベルがある。  

現在の第三ラウンドアクションプランの段階では、

「①安全性に基づき、給食の楽しい環境と雰囲気を整え

る、②学校衛生室あるいは保健室のハード・ソフト両面

の充実、衛生保健担当者の質的向上、保健施設の整備な

ど、健康教育を効果的に行うこと」を目指している。 

また、2009 年上海市教育の統計では、市レベルの HPS

は 48 ヶ所に、区レベルの HPS は 374 カ所に達し、これ

は上海市の小中学校の 29.2％となっている。 

3.2．子どもの健康課題 

中国において、進学率が上昇し、そのため、入試科目

でない体育の時間が軽視され、児童生徒は机に向かう時

間が増える一方で、肥満率、近視率も上昇している。実

際、上海の HPS においても、子どもの健康問題として、

肥満と近視が重要視されていた。これらは、上海に限ら

ず中国全体の健康課題として、後述する対策が講じられ

ていた。 

3.3．ＨＰＳの特徴 

1990 年の「学校衛生工作条例」は、第十三条では、健

康教育の実施を明文化した。これにより、衛生管理と健

康教育は学校評価の一つの対象となり、学校長をはじめ

教職員は、次第に学校保健を重視するように変化してき

た（賈 2002）といえる。実際に、視察した高等学校にお

いても、週 2回、昼休みに、健康教育の時間を設けてい

た。以下、健康教育も含めた HPS の特徴について言及す

る。 

 

3.3.1 肥満と身体活動 

前述したように、中国人の肥満が急速に増えているこ

とが明らかになっている(Wu 2006)。岡田（2004）によ

ると 1978 年からの「改革と解放」、「経済中心」の政策

により、国民の生活は徐々に豊かになり、特に都市部の

人々の食生活は大きく変化した。1995 年と 2000 年のデ

ータ（2002 年中国学生体質与健康調研報告）を比較する

と、肥満児が特に都市部で急増している（都市部では男

子 5.08→8.71％、女子 2.55％→4.07％）。 そのため、

中国教育部は、学校の教育課程に栄養の内容を加えた。

また 2002 年 9 月から全国の学校で実施される体質教育

標準には身長標準体重という評価項目が新設され、身長

別に「栄養不良・較低体重、正常体重、超重、肥満」と

いう規準を作成し、肥満度の評価を行うことになった。

また、それは体育教師の仕事に位置づけられている（斉

建国 2002）。北京市健康促進学校考核標準では、肥満に

ついて高血圧の子どもとともに学期ごとの血圧測定の

実施が明記されていた。全国的には、2008 年の「国家学

校体育衛生条件基本標準」において、血圧測定が年に一

回の健康診断の内容に含まれている。 

そして、2006 年 12 月、教育部(日本の文部科学省)と

国家体育総局は、「学校教育をさらに強化し、児童生徒

及び学生の健康をしっかり向上させることに関する意

見」を発表した。そのなかで、学校での体育の時間の確

保を指示した。さらに、受験競争の是正策として、在学

時の体育の成績を高校入試、大学入試の合否判定の重要

な参考資料とすることにした。また、体力向上のため、

教育部と国家体育総局は全国の児童、生徒、学生を対象

とした「全国億万学生陽光体育運動」を実施し、3～5

年の間に全国の 85％の児童生徒及び学生に毎日１時間

の運動時間を確保させ、「運動能力測定基準」で合格基

準に到達させることを目指すとしている(文部科学省生

涯学習政策局 2007)。 

訪問した高等学校（上海市闸北区风华中学）でも、全

生徒が毎日 20 分間、春から秋は体操、冬はランニング

を行っているという。実際、それほど大きくない校庭を

1200 名の全学生がランニングで所狭しと、往復していた。 

一方、香港においては、身体活動については、約 50%
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の子どもたちが政府の指導基準よりも少ない身体的活

動しか行っておらず、中学校において 1週間あたり少な

くとも 2 回体育の授業が実施されていない実態（岡田

2010）と比べると、身体活動という点では、大きな差と

なるであろう。 
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3.3.2 視力 

視力も大きな健康課題で、視察高等学校（上海市闸北

区风华中学）においても、1日 2 回（各 5分）の音楽に

合わせた目の体操を実施していた。日本においても以前

実施していた方法と同様であった。  

 また、物理的な環境改善としては、視力への影響を考

慮し、蛍光灯を取り換えていた。 

 

3.3.3 新型インフルエンザ対策 

 視察時期は新型インフルエンザが流行している 2010

年１月初旬であった。それゆえ、上海市闸北区风华中学

の視察では、インフルエンザ対策として、学校で発症し

た場合に、生徒を「隔離」する部屋があった。また、日

本においては、児童が自宅で検温を行っているが、上海

市卢湾区第一中心小学の視察では、児童は学校に来てか

ら教師が検温を行っていた。さらに、すべての来校者に

対し、校門で体温測定を行っていた。  

  

3.3.4 宿題と登校時間 

また、上海市では小学校１、２年生に対して、宿題を

禁止していた。さらに、訪問した小学校では、自宅での

学習が理由で睡眠時間が短くなるため、登校時間を 7:45

から8:30に変更し、睡眠時間を確保しようとしていた。

市の他の学校もこれに続いたという。 

3.3.5 教職員の健康 

 HPS においては、教職員の健康も重要である。訪問し

た小学校（上海市卢湾区第一中心小学、児童数 1000 名）

では、教職員のリラクゼーションのため、子どもの図書

室の横のスペースに豪華なソファーと雑誌が置いてあ

り、昼休みに教職員が、休めるようになっていた。 

4. 衛生保健教師と衛生保健室 

4.1．衛生保健教師と衛生保健室の現状  

1990 年の「学校衛生工作条例」、により、600 人以上

の学校は、常勤の衛生保健教師を配置すること、600 人

以下は、非常勤か常勤の衛生保健教師を配置することが

決められていた。さらに「国家学校身体衛生条件試行基

本標準」（2008）では、600 人以上あるいは寄宿制の学校

は専門の衛生関係の資格（「衛生専門技術」資格）を持

つ衛生保健教師の配置、寄宿制の学校での衛生室の設置

が義務づけられている。つまり、生徒数の基準は変わっ

ていないが、寄宿制の学校での衛生室の設置は規定され

た。上海では、寄宿制の学校が多い(高等学校において

は 60.5％の寄宿制の学校がある)ため、とくに基準を盛

り込んでいる。 

中国では現在、学歴や各種学校の卒業証明書、技術等

級証書、職位資格証書、職業資格証書、専門技術証書と

いった資格重視の制度を全面的に打ち出している。2001

年、「衛生専門技術」資格の全国試験が正式に実施しは

じめられた。衛生専門技術資格は「士」と「師」２つの

ランクがあり、それぞれに初級、中級と高級という等級

が区別されている。合計116の専門分野にわたっている。

つまり、「衛生専門技術」の資格とは、医学あるいは看

護学などを学んだ職員のことである。 

衛生保健教師の所有免許を見てみると、「衛生専門技

術」の資格と教師の資格の両方を所有している者は、小

中学校では 10%強、高等学校では４％弱であった。「衛生

専門技術」資格のみを持っている者は小・中・高等学校

（24%、54%、77%）となるに従って多くなっていた。一

方、教師の資格のみを持っているものは、小・中・高等

学校（74%、41%、17%）と少なくなっていった（譚晖 2010）。 

一方、衛生保健教師の学歴は、70％前後が専科大学(2

～3年制。日本の専門学校、短期大学に相当)以上の卒業

であった。また、上海市における衛生保健室の設置状況

は、保健室が大多数で、衛生室が 5.5%、ごくわずか未設

置校があった（2008 年 11 月～2009 年 3 月調査）（譚晖

2010） 

 

4.2．衛生保健室に至る歴史 

1979 年 12 月に、中国教育部と衛生部（日本の厚生労

働省）は「中、小学校衛生工作の規定」の通達をした。

中国の学校保健の幕開けとも言うべき通達である。その

中で、すべての中学校と可能な限りの小学校に衛生室

（地方によって名称が異なるため、「校医室」、「衛生室」、

「医務室」のような表現が見られる。以下「衛生室」と

する）を設置することを規定した。さらに、1990 年 6

月には、国家教育委員会(現在の教育部)と衛生部は国務

院の承認を受けて、子どもの健康水準を高めるために

「学校衛生工作条例」を通達した。その第二十条では、

各学校への衛生室設置が義務づけられ、前述したように

子ども 600 人に対して１人の割合で、専門職としての衛

生保健教師を配置し、こどもの病気やケガの処置、健康

教育の実施、こどもの健康と学校の衛生の管理が規定さ

れた。仕事としては日本の養護教諭と保健主事を併せ持

ったような役割であり、傷病の簡単な手当や児童生徒の

健康管理、健康教育が主な業務であるという（岡永 1993）。 

日本においても、保健室の前身は衛生室であり、学校

衛生の時代は、明治の医学的学校衛生から大正期の社会
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的学校衛生、昭和の教育的学校衛生と変遷してきた。昭

和 20 年以後の健康教育と健康管理で構成される学校保

健となり、衛生室から保健室と変更になったという歴史

がある（三木 2003）。 保健室が学校教育法施行規則（昭

和 22 年、1948 年）第１条で設置義務とされ、学校保健

法（昭和 33 年）第 19 条で「健康診断、健康相談、救急

処置等を行うため、保健室を設けるものとする。」とさ

れ、さらに、2009 年 4 月学校安全法によって保健指導が

追加された。 

また、中国の学校保健も、学校衛生から 2000 年の「中
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華人民共和国国家標準（基準）（中・小学生健康教育規

範）」に示されたような「現代的な課題への健康教育」

を含む方向に変化している。中国の衛生室も、現代的な

課題への役割を担う必要から、教育的な機能がますます

求められ、保健室と変革してきたと考えられる。 

5. 心理的な健康 

 児童生徒の健康を促進する上で、身体的な健康だけで

なく心理的健康に対する十分な配慮も忘れてはならな

い。そこで本節では視察を行った２校における心理的健

康に関する取り組みを紹介する。 

 

5.1．上海市闸北区风华中学（日本の高等学校に相当） 

5.1.1 施設及び設備 

 この学校は、上海市学校心理健康教育研究センターと

しての機能も持っており、非常に恵まれた施設環境を有

している。 

 主な部屋は 4つあり、まず窓口ともいえるカウンセラ

ーのオフィスがある。ここには執務スペースと、奥まっ

たところに仕切られた小部屋があり、そこには箱庭セッ

トが置かれている。担当者によると十分に箱庭を活用で

きていないのが悩みの種とのことであった。その隣には

教室サイズの心理活動室があった。ここは普通教室のよ

うに黒板や机があり、視察時は真ん中にスペースを作り

グループワークを行っていた。続いて絨毯敷きのグルー

プカウンセリング室があり、部屋にはクッションや AV

機器があり、主にリラクゼーションに用いるという。そ

して最後に鏡映描写器など心理学実験に用いられるさ

まざまな機材が並んだ心理測量室となっている。 

 

5.1.2 カウンセラー 

 男性１名、女性１名の計 2名の常勤カウンセラーが配

置されている。全校生徒 1200 名の学校に対し、カウン

セラーが2名常駐しているのは手厚い体制といえるだろ

う。 

5.1.3 活動内容 

 カウンセラーの業務は、生徒の悩みを解決する心理療

法ではなく、全校生徒に対する発達促進的な心理教育が

中心である。カウンセラーは時間割に組まれた授業を担

当し、そこで主に思春期の問題などについての心理教育

を行う。授業内容は、1 年生では新環境への適応やコミ

ュニケーションに関する内容、2 年生では感情コントロ

ールや他者との協力関係の構築などと、その学年に相応

しいカリキュラムとなっている。 

 授業の例として視察時に実施されていた「変形虫」と

いうタイトルのワークを紹介したい。生徒は 6名程度の

グループとなり、目隠しをした上で輪になったロープを

持ち、特定の形（例えば三角形や四角形）にしなくては

内の信頼と協力が必要である。 

 

図 2 カウンセラーによる心理教育の授業 

 

5.2.上海市卢湾区第一中心小学（日本の小学校に相当） 

5.2.1 施設及び設備 

 カウンセリングルームは７階建ての校舎の 6 階に位

置している。部屋はやや小振りな教室のほどの広さで、

ぬいぐるみやおもちゃなどが並べられたクッション材

が敷き詰められたスペース、児童が楽しみながら自己知

覚を深められるようなさまざまに歪んで映る鏡を置い

たスペース、ゆっくり話ができるようソファーを置いた

スペース、そしてカウンセラーの執務机のあるスペース

となっている。 
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図 3 クッション材が敷かれたスペース 

 

 部屋全体は観葉植物やかわいらしいイラスト、ぬいぐ

るみなど暖かい雰囲気作りがなされており、プレイルー

ムのようなたたずまいである。 

 

5.2.2 カウンセラー 

 女性の常勤カウンセラーが 1名配置されている。師範

大学で心理学を学び、カウンセラーになって 9年目との

ことであった。 

 

ならない。きれいな図形に仕上げるためには、グループ
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5.2.3 活動内容 

 この学校では大きな教育目標の一つとして「情感教

育」を掲げているとのことであった。情感教育とは、心

理的健康に加えて自らの態度や資質を養い育てるもの

であるという。具体的には教員に悩みを話す時間を設け

たり、友人に思いを伝える校内ポストの設置をしたりす

るなどの取り組みがなされていた。 

 カウンセラーは全児童の心理的健康に関わっており、

治療的な関わりというより健康教育を主に担当し、どち

らかといえば道徳教育的な側面が強いという。心理療法

などの専門的な援助が必要な場合には外部機関を紹介

している。 

 しかし、カウンセラーによる個別ケアも少数ながらな

されており、子ども同士のトラブルや親子の問題につい

ての相談を受けたり、自閉症や発達障害児への関わりを

実施したりしているという。 

 

5.3. 2 校の特徴と日本との比較 

 視察した 2校に共通していた特徴は、①常勤のスクー

ルカウンセラーが配置されている、②カウンセラーが授

業を担当し心理教育や道徳教育を行っている、③一次予

防あるいは開発的カウンセリングが主たる目的である、

といった点である。もっともこの 2校は HPS の先進校で

あり、必ずしも他の学校が同様の水準を保っているわけ

ではない点に注意が必要である。  

 その点を措いたとしても、日本のスクールカウンセラ

ー制度が非常勤であり、もっぱら問題が発生したあとの

二次予防に関わっていることを考えると、上海と大きな

対比をなしているといえるだろう。その意味では上海の

スクールカウンセリングモデルはアメリカのスクール

カウンセリングモデル（村山・山本 1995; 高原 2006)

に近いといえる。 

 また、先に紹介した「変形虫」のワークなどは日本で

は「構成的グループエンカウンター」として教員が授業

内で実施するような内容である（近藤ほか 2000)。そう

考えると日本の教員が担っている機能の一部をスクー

ルカウンセラーが果たしているのが上海のHPSの一つの

特徴であり、わが国の HPS を考える上で多くの示唆を含

んでいるといえるだろう。 

6. 家庭との連携 

児童生徒の健康促進においては、学校と家庭との連携

が不可欠である。本節では、発達的に保護者への依存度

が高い児童の生活に焦点を当て、上海市卢湾区第一中心

小学（小学校）の視察を中心に、学校と家庭生活との連

携にかかわる取り組みや視察校（中国上海市）の特徴的

な実践を紹介する。 

6.1. 幼児教育との連携・接続 

 幼児教育から学校教育への円滑な移行は、日本でも

「幼保小連携」「幼保小接続」として、重要な教育的課

題となっている（秋田、2009）。視察校では、「小苗苗」

の名で児童が出身園に出向き、小学校生活を幼児に紹介

するという取り組みが紹介された。その取り組みの中で

は、例えば、「小学校では昼寝をしない」といった小学

校生活の特徴を幼児に教えるという。これは、中国では

日本の保育所と同様の長時間保育で午睡（中国の幼稚園

では 12 時～14 時半頃が午睡時間）を行う幼児教育施設

が多いとう実情を反映したものである。日本では幼稚園

や保育所の幼児が小学校に出向き、入学前に小学校生活

を体験するなどの取り組みが多くみられるが、児童が出

身園に出向くこの試みは、幼児教育から学校教育への移

行の際に生じる幼児の小学校への不安を取り除き、期待

を高め、学校教育への適応を高めるユニークな取り組み

であるといえる。 

6.2. 家庭との連携 

 入学後の学校と家庭の連携に関しては、日常的な学校

と家庭とのかかわりとして送迎がある。視察時がちょう

ど下校時間にあたっていたことから、玄関および校庭に

つながるピロティで保護者が児童を待つ姿が見られた。

この際、印象的だったのは、保護者が集まる場所はポー

ルとテープによって区切られていたことである。教育的
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空間には原則として保護者は立ち入らないという考え

から、ゾーニングが行われていた。このゾーニングは、

学校生活の様子を映したスライドにあった、給食参観の

際に保護者が（教室に入らず）廊下からガラス窓越しに

教室の児童を見る姿とも重なるものであった。保護者と

日常的に接しつつも、学校と家庭との線引きが明確にな

されているといえる。なお、児童の下校時間には幅があ

り、保護者の就労時間が遅い児童に対しては、放課後に

夕方まで活動させるなど、日本の学童保育のような機能

を学校が担っている実態も見られた。 

 

図 4 校庭の一角に待ち受けている保護者 
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6.3. 家庭生活への指導 

学校から行う児童の家庭生活の指導としては、保護者

にアンケートを配り児童の家庭生活の実態と保護者の

意識を把握していた。その結果、例えば、学校が力を注

いでいる栄養給食への保護者の満足度（99％）が高いと

のことだった。 

 この他、視察校では、子どもの睡眠時間を確保するた

めに登校時間を遅くする（7時 45 分から 8時 30 分に）、

宿題を少なくする（市の方針で 1、2 年生宿題を出さな

い）などの取り組みがなされていた。日本でも幼児期か

ら就寝時間が遅くなるなどの生活リズムの乱れが指摘

されている（ベネッセ教育研究所、2005）。日本の場合、

幼児・児童の就寝時間が遅くなっている原因として大人

（保護者）の夜型生活の影響が指摘されているが、宿題

によって睡眠時間が短くなるという現状は日本とは異

なる特徴的な事態であるといえる。この宿題に関しては、

児童の運動不足解消を目的として運動の宿題が出され

ることもあるとのことだった。その際に保護者が運動し

たことを確認するサインをすることは、保護者に学校の

方針を理解してもらうよい機会・手段になっているとい

える。 

 

 以上、上海市卢湾区第一中心小学の視察から、家庭と

学校の連携においては、日本と同様の問題意識を共有し

つつも、中国上海市の制度および現状に根ざした形で具

体的な実践が行われていた。 

7. メディアリテラシー 

 日本においては、子どもがテレビ、ゲーム、パソコン、

携帯電話等を多く利用するようになり、子どものメディ

ア利用と健康との関係が重要な課題となっている。メデ

ィアに関する教育、とりわけメディアの実践的な運用能

力としてのメディアリテラシーを高める教育を、健康教

育と関連づけて行うことの必要性は高まっており、少し

ずつではあるが実践も行われている（藤川・桑原、2003）。 

 上海での視察においては、藤川が「メディア依存と健

康教育」というテーマでプレゼンテーションを行い、日

本には長時間のメディア接触をしている子どもが多い

こと、特に最近は携帯電話を長時間利用する子どもが増

えていること、携帯電話を多く利用する子ども（1日 30

通以上のメールを送受信している中学生）には「疲れて

いる」「イライラする」「落ち込むことがある」といった

心身の健康に関して否定的な傾向が見られること等を

紹介した（藤川、2009）。 

 会議の参加者からは、こうした事情は上海でも同様で

あるという指摘を多く受けた。また、小学校及び高等学

校への視察においても、子どものメディア接触が多いと

いうことが聞かれた。さらに、上海でも子どもの近視や

肥満への対策が重要だということが出されており、長時

間のメディア接触が子どもの健康を脅かしていること

がうかがわれた。日本では子どもたちが携帯電話からイ

ンターネット上のコミュニティサイトを多く利用して

おり、上海では子どもの携帯電話利用はメールが中心で

あるという違いはあるものの、メディア接触の時間に関

しては上海と日本で大きな違いは見られない。こうした

状況は、他の調査とも整合している（モバイル社会研究

所、2009）。 

 しかしながら、上海での取り組みでは、毎日 1時間運

動する時間をとる、毎日 10 分間「目のマッサージ」を

する、教室の明るさを確保するといったことが中心で、

子どもたちの家庭でのメディア接触について指導なり

啓発なりを行うということは特に行われていないとの

ことであった。 

 子どもの健康を推進するには、学校での生活を改善す

るのみではなく、家庭での生活を改善することも必要で

ある。今後、家庭での生活、特にメディア接触に関する

改善を、HPS の取り組みといかに関連づけるかを検討し

ていく必要がある。 

8. 結語 
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上海においては、学力重視等の影響により子どもたち

の健康上の課題が様々生じている。それに対応するかの

如く、運動や目の体操のように、中国全土で画一化した

方策を講じたり、HPS として、学校がそれぞれの取り組

みを行っていたりしていた。そして、学校の健康教育の

要は衛生室から保健室へと、大きく変わろうとしていた。 

また、児童・生徒の心理的健康への配慮からカウンセ

ラーの配置が進んでいる。しかし、上海のスクールカウ

ンセラーは日本のそれとは異なり、個別のケアよりも在

校生全体の発達促進的な健康教育を実施する役割を担

っていた。 

学校と家庭との連携は、日本同様にさまざまな取り組

みがなされていたが、就学前の長時間保育の割合が高い

こと、保護者の送迎が日常的であり就労形態によって下

校時間が異なること、勉学へのプレッシャーが大きいこ

となど、日本とは異なる社会的背景がうかがえた。 

上海の HPS の事例から、授業実践において、以下の示

唆が得られた。日本においては、HPS や健康教育におい

て、養護教諭の存在が大きい。兼職発令により養護教諭

が単独で保健学習を行うことも可能になった。それゆえ、

保健学習においては、養護教諭の専門性や独自性を活用

することが重要と考えられた。

さらに、学校保健安全法においても、養護教諭は連携

のコーディネーターとして位置づけられ、期待されてい

ることから、家庭における健康教育に関しても、視野に

いれ、検討することが望まれる。

また、日本においての心の健康の課題が大きくなって

きている。上海でカウンセラーが行っていたような予防
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的かつ、心理的な側面の健康教育を、担任や養護教諭、

保健教師のみならず、カウンセラーという専門的な立場

からも日本で導入することも考えられ、今後検討する必

要があると考えられた。
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資料１ 

Health promoting school セミナーにおけ

るプレゼンテーション内容 

Presentation from Japan(日本側プレゼンテ

ーション) 

1 ． Kanako  OKADA 岡 田 加 奈 子  Health 

promoting school in Japan  

2．Daisuke Fujikawa 藤川大祐 children's 

dependence on media and health promotion 

3 ． Satoshi  Isobe   磯 邉  聡  Mental 

Health and School Counseling in Japan 

4．Fumiko Sunagami 砂上史子 Transition 

from kindergarten to elementary School in 

JAPAN 

上海方面介绍 

1．罗春燕「上海健康促进学校的创建工作、以及中国政

府或地方行政关于健康促进学校所颁布的政策和标准」 

2．史慧静「上海市健康校园行动计划」 

3．譚晖「上海市中小学卫生保健教师工作现状和培养目

标」 
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視察校 

上海市闸北区风华中学（日本の高等学校にあたる） 

Shanghai  FENGHUA  Middle  High  School  of 

Zhabei District 

上海市卢湾区第一中心小学   The First Central 

Primary School of Luwan District 

上海市卢湾区淡水路 416 号  416 Danshui Rd、 Luwan 

District、 Shanghai 
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